
 

 

 

 

 

 

平成２７年度第４回青森県原子力施設 

環境放射線等監視評価会議監視委員会 

 

 

 

 

議  事  録 

 

 

 

１ 開催日時  平成２８年２月２３日（火）１４：００～１５：２６ 

 

２ 開催場所  青森国際ホテル ３階 萬葉の間 

 

３ 議  事 

（１）原子力施設環境放射線調査結果について（平成２７年度第２四半期報） 

（２）東通原子力発電所温排水影響調査結果について（平成２７年度第２四半期報） 

 

４ 報告事項 

 環境放射線モニタリング結果の評価方法の改訂と測定結果に基づく線量算出要領の策定

について 

 

５ その他 

（１）原子燃料サイクル事業の現在の状況について 

（２）東通原子力発電所の現在の状況について 

（３）リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況について 

（４）平成２６年度原子力施設等防災対策等委託費（海洋における放射能調査及び総合評

価）事業について 

  

 



 

 



 

発言者等 発  言  内  容  等 

司 会 

原子力安全対策課 

安田総括主幹 

 定刻となりましたので、これより平成２７年度第４回青森県原子力施

設環境放射線等監視評価会議監視委員会を開会いたします。 
 開会にあたりまして副知事からご挨拶申し上げます。 
 

佐々木副知事 それでは一言、御挨拶を申し上げます。 

 本日、委員の皆様方におかれましては、大変御多忙のところを御出席

いただきまして、誠にありがとうございます。また、常日頃から原子力

行政をはじめとして、県政各般にわたりまして格別の御理解と御協力を

賜り、厚く御礼を申し上げます。 

 県におきましては、原子力施設周辺地域における住民の安全確保と環

境の保全を図るため、環境放射線等の監視を実施し、その結果につきま

して評価委員会で専門的、技術的見地から評価をいただき、さらに本監

視委員会で御確認いただいた上で広く県民に公表しているところでござ

います。 

 本日は平成２７年度第２四半期の調査結果について御確認いただくこ

ととしておりますので、忌憚のない御意見を賜りますよう、よろしくお

願いいたします。また事業者から、最近の状況などにつきましても報告

をいただく予定となっております。 

県内の原子力施設につきましては、現在、原子力規制委員会が新規制

基準への適合性確認を行っている段階にございます。県といたしまして

は、原子力規制委員会の審査状況を厳しく見極めつつ、県民の安全の確

保を第一に考え、環境の保全に万全を期するために環境放射線等を継続

して監視していきますとともに、原子力施設に異常が発生した際の立入

調査や原因究明の指示など、原子力安全対策の充実に努めてまいります

ので、委員の皆様には一層のご指導を御願い申し上げまして、冒頭の御

挨拶とさせていただきます。 

 どうぞ本日はよろしくお願いいたします。 

 

司 会 

 

この度、新たに委員になられた方を御紹介いたします。日本労働組合

総連合会、青森県連合会副会長の長嶺渉委員が新たに委員となっており

ます。 

 むつ市連合婦人会の和田委員と県議会の清水委員につきましては、名

簿では出席となっておりますが本日は欠席してございます。 

本日の会議は会長が欠席しておりますので、副会長の佐々木副知事に

議長を御願いすることといたします。佐々木副知事、よろしくお願いい

たします。 
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議 長 

佐々木副知事 

それでは本日の会議の議長を務めさせていただきます。どうぞよろし

く御願いします。 

 まずは事務局から資料の確認をお願いいたします。 

 

司 会 お手元にお配りしています資料を確認させていただきます。上から順

に、次第、席図、出席者名簿、資料１「会議の状況」、白い冊子で「原子

力施設環境放射線調査報告書（平成２７年度第２四半期報）」、水色の冊

子で「東通原子力発電所温排水影響調査結果報告書（平成２７年度第２

四半期分）、資料２「環境放射線モニタリング結果の評価方法の改定と測

定結果に基づく線量算出要領の策定について」、参考資料１「原子燃料サ

イクル事業の現在の状況について」、参考資料２「東通原子力発電所の現

在の状況について」、参考資料３「リサイクル燃料備蓄センターの現在の

状況について」、参考資料４「平成２６年度原子力施設等防災対策等委託

費（海洋における放射能調査及び総合評価）事業（青森県データの抜粋）」、

最後に広報誌「モニタリングつうしんあおもり９９号」。 

 以上でございます。不足の資料はございませんでしょうか。 

事務局から御願いですが、御発言の際にはマイクをお持ちいたします

ので、マイクをご使用ください。 

 以上です。 

 

議 長 それではさっそく進めさせていただきます。まず議事に入る前に、前

回の監視委員会及び評価委員会の概要について、事務局から報告をお願

いいたします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

照沼課長代理 

原子力安全対策課の照沼です。資料１の「会議の状況」をお手元にお

願いいたします。 

 １ページ目から３ページ目までは前回の監視委員会の状況でございま

すが、こちらは委員の皆様出席された会議ですので、ここでの説明は割

愛させていただきます。 

 ４ページ以降には、前回の評価委員会の状況について記載しておりま

す。評価委員会については２月３日にアラスカにおいて委員１６名参加

のもと行われました。提出資料については資料１から参考資料４まで、

記載のとおりでございます。 

 ５ 概要（１）議事を御願いいたします。 

 ア 原子力施設環境放射線調査結果について、（ア）、（イ）、（ウ）とも

に評価委員会において委員の方々から記載のとおり評価を受けてござい

ます。内容については本日、白い冊子により委員の皆様に改めて御確認
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いただきますので、ここでの説明は割愛させていただきます。 

 本議題での委員からの質問について紹介いたします。委員から、海産

食品から検出されたセシウム－１３７を福島第一原発事故の影響と判断

した根拠について質問があり、県から、セシウム－１３４が定量下限値

未満だが計数誤差の３倍を超えて測定されているため、事故の影響と判

断した、と回答を行いました。 

 委員から、河川水の全ウラン濃度が平常の変動幅を上回ったことにつ

いて、ｐＨとの相関がないか質問があり、事業者から、ｐＨはこれまで

ほぼ一定だったと回答いたしました。また、海水の流入はないか質問が

あり、事業者から、採取地点は海から離れていることから、湧水等の寄

与と考えている、と回答いたしました。 

５ページを御覧ください。次の議題として、イ 東通原子力発電所温

排水影響調査結果について、これにつきましては、記載のとおりとなり

ました。これについても、本日、水色の冊子により皆様に内容を御確認

いただきます。 

（２）報告事項についてです。ア 環境放射線モニタリング結果の評

価方法の改訂について、及びイ 測定結果に基づく線量算出要領（案）

について報告を行いました。内容については、本日、資料２として御報

告いたします。 

委員からの質問について御紹介いたします。委員から、平常の変動幅

として平均値と標準偏差の３倍を用いる場合と過去の測定値の範囲を用

いる場合の考え方について確認があり、県から、統計学的な処理ができ

るだけのデータ数が得られたものは平均値と標準偏差の３倍を用いてお

り、データ数が少ないものについては過去の測定値の範囲を用いている

との回答を行いました。 

委員から、環境放射線モニタリング結果の評価方法の改訂について、

平常の変動幅の範囲内にあっても施設からの影響の有無の判断をするの

か質問があり、県から、平常の変動幅に収まっている場合でも、施設寄

与が見られることがあり得るので、その場合には線量評価を行い公表す

ることとしている、との回答を行いました。 

（３）その他についてです。ア、イ、ウについては、本日改めて最新

の状況を各事業者から説明させていただきますので、ここでの説明は割

愛させていただきます。 

６ページ、エを御覧ください。こちらは原子力規制庁が海洋における

放射能調査を全国的に実施しているものですが、本県が関連する部分に

ついて受託者である（公財）海洋生物環境研究所から説明をいただいた

ものです。本件についても、本日改めて御説明をさせていただきます。 

その他における委員からの質問について御紹介いたします。委員から、

原子力規制庁の海洋における放射能調査に関連して、海底土試料のプル
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トニウム濃度と土質との関係について質問があり、（公財）海洋生物環境

研究所から、海底土が泥質の時に値が高くなる傾向があるとの回答いた

しました。 

資料１の説明は以上でございます。 

 

議 長 ただ今、事務局から説明がありましたことについて、御質問あればお

受けいたします。御質問、ございませんでしょうか。 

それではさっそく議事に入らせていただきます。まず議事の１、原子

力施設環境放射線調査結果について、事務局及び事業者から説明をお願

いいたします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

庄司課長 

原子力安全対策課長の庄司です。よろしくお願いいたします。 

それでは平成２７年度第２四半期の原子力施設環境放射線調査結果に

ついて、御説明させていただきます。私から調査結果の説明をした後に、

事業者から施設の操業状況等について御説明させていただきます。白い

冊子をお手元に御願いいたします。 

はじめに、原子燃料サイクル施設の調査結果になります。最初のとこ

ろのピンクのページからになりますが、まず最初６ページをお開きくだ

さい。２．調査結果でございます。２月３日に開催されました評価委員

会において、記載のとおり、平成２７年度第２四半期における環境放射

線等の調査結果は概ねこれまでと同じ水準であった、原子燃料サイクル

施設からの影響は認められなかった、なお、海産食品中のγ線放出核種

分析結果に東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響により、平常の

変動幅を上回った測定値があったが、住民等の健康と安全に影響を与え

るレベルではない、と評価されております。 

それでは項目ごとの調査結果について簡単に御説明いたします。 

はじめに（１）空間放射線の測定結果です。７ページの図２－１にモ

ニタリングステーションによる測定結果、８ページの図２－２にはモニ

タリングポストによる測定結果を示しております。平常の変動幅を上回

った測定値は、全て降雨等の影響によるものと考えてございます。９ペ

ージの図２－３、モニタリングカーによる測定結果は、走行測定におき

まして過去の測定値を上回った測定値がありましたが、測定ルートの周

辺環境等に変化は認められず、過去の測定結果の変動を考慮すると、こ

れまでと同程度であったと考えています。１０ページの図２－４、ＲＰ

ＬＤによる積算線量の測定結果は、全て平常の変動幅の範囲内でござい

ました。 

次の１１ページからが（２）として環境試料中の放射能測定結果にな

ります。１３ページをめくっていただいて、表２－１、大気浮遊じん中

- 4 - 



 

の全α及び全β放射能、表２－２、大気中の気体状β放射能及び表２－

３、大気中のヨウ素－１３１の測定結果については、いずれも平常の変

動幅の範囲内でした。γ線放出核種分析のうち、１４ページの表２－４

－１、セシウム－１３４は全てＮＤであり、平常の変動幅の範囲内でし

た。  １５ページの表２－４－２、セシウム－１３７の測定結果につ

きましては、真ん中より少し下の海洋試料というところのヒラメが平常

の変動幅を上回っており、平成２３年３月に発生した東京電力福島第一

原発の事故の影響と考えております。１６ページ、めくっていただきま

して、表２－５、トリチウム、表２－６、炭素－１４、１７ページの表

２－７、ストロンチウム－９０、次めくって１８ページの表２－８、      

ヨウ素－１２９、表２－９、プルトニウム、１９ページの表２－１０、

アメリシウム－２４１、表２－１１、キュリウム－２４４の測定結果に

ついては、いずれも平常の変動幅の範囲内でした。１９ページの    

表２－１２、ウランの分析結果については、河川水というところで平常

の変動幅を上回っておりますが、天然に存在するウランの自然変動によ

るものと考えています。後ほど、付１を用いて詳しく御説明させていた

だきます。また表土、尾駮の表土になりますが、平常の変動幅を下回っ

ておりますが、平成２６年度から採取場所を変更しており、今後データ

を蓄積していくこととしています。 

 ２０ページには、（３）として環境試料中のフッ素について記載してい

ます。２１ページの表２－１３、大気中の気体状フッ素及び表２－１４、

環境試料中のフッ素の測定結果については、いずれも平常の変動幅の範

囲内でありました。 

 以上が原子燃料サイクル施設に係る調査結果です。 

 続いて東通原子力発電所の調査結果について御説明いたします。  

１１２ページをお願いいたします。 

 ２．調査結果ですが、平成２７年度第２四半期における環境放射線の

調査結果はこれまでと同じ水準であった、東通原子力発電所からの影響

は認められなかった、と評価されております。 

 項目ごとの調査結果について説明させていただきます。はじめに（１）

空間放射線の測定結果です。１１３ページの図２－１にはモニタリング

ステーションによる測定結果、１１４ページの図２－２には、モニタリ

ングポストによる測定結果を示しております。平常の変動幅を上回った

測定値は、全て降雨等の影響によるものと考えてございます。１１５ペ

ージのモニタリングカーによる測定結果は、過去の測定値の範囲内でし

た。１１６ページを御願いします。図２－４に、ＲＰＬＤによる積算線

量の測定結果を示していますが、全て平常の変動幅の範囲内でした。 

 １１７ページから（２）環境試料中の放射能測定結果になります。  

１１８ページの表２－１、大気浮遊じん中の全β放射能の測定結果につ
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いては、平常の変動幅の範囲内でした。なお、前回の会議でも御説明を

いたしましたが、この表２－１の下の※のところの記載のとおり、近川

局では機器の不具合により試料採取が適切に行われなかった期間があっ

たため、７月１日から８月１９日までの測定値は参考値としています。

この表の測定値の範囲には参考値が含まれておりません。このページ、

表２－２、大気中のヨウ素－１３１の測定結果については、平常の変動

幅の範囲内でした。γ線放出核種分析のうち、１１９ページの表    

２－３－１、セシウム－１３４の測定結果については、全てＮＤであり、

平常の変動幅の範囲内でした。１２０ページの表２－３－２、     

セシウム－１３７の測定結果については、全て平常の変動幅の範囲内で

した。このγ線放出核種についても、近川局において、大気浮遊じんの

採取が適切に行われなかったため、７月分を参考値とし、８月分は機器

が復旧した８月１９日以降に採取した試料の測定値を報告値としていま

す。１２１ページの表２－４、ヨウ素－１３１及び表２－５、トリチウ

ム、１２２ページの表２－６、ストロンチウム－９０については、いず

れも平常の変動幅の範囲内でした。表２－７、プルトニウムの測定結果

については、海底土、これは放出口沖北２ｋｍ地点の海底土が平常の変

動幅を下回りましたが、これまでの測定結果の変動を考慮すると同程度

であり、過去の大気圏内核実験に起因するプルトニウムの自然変動によ

るものと考えています。 

 以上が東通原子力発電所に係る調査結果です。 

 続いてリサイクル燃料備蓄センターの調査結果について、１８３ペー

ジをお願いいたします。 

 ２．調査結果でございます。リサイクル燃料備蓄センターに係る調査

結果としまして、平成２７年度第２四半期における環境放射線の調査結

果はこれまでと同じ水準であった、と評価されています。 

項目毎の調査結果になりますが、１８４ページを御願いします。上段、

図２－１にモニタリングポストによる空間放射線量率の測定結果を示し

ています。平常の変動幅を上回る測定値がありましたが、全て降雨等に

よるものと考えています。下段の２－２、ＲＰＬＤによる積算線量の測

定結果は、全て平常の変動幅の範囲内でした。 

 １８５ページは、（２）環境試料中の放射能の測定結果です。γ線放出

核種分析のうち、表２－１－１、セシウム－１３４及び表２－１－２、

セシウム－１３７の測定結果についてはいずれも平常の変動幅の範囲内

でした。 

 以上がリサイクル燃料備蓄センターに係る調査結果でございます。 

 続いて、この２１７ページの黄色のページをお願いいたします。この

ページには、本報告書に掲載しています付の一覧を記載しています。付

けています、付１につきましては、日本原燃株式会社から御説明いたし
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ます。その後、引き続いて事業者の方から施設の操業状況等について説

明をお願いしたいと思います。 

 

日本原燃㈱ 

安全本部 

岡村環境管理 

センター長 

日本原燃の岡村でございます。２１９ページの付１、河川水（二又川

下流）の全ウラン濃度（平成２７年度第２四半期）について御説明いた

します。 

 はじめに、付にございますように、表１及び図１に示すとおり、河川

水二又川下流の全ウラン濃度が平常の変動値を上回っております。その

件について調査をいたしました。表１の報告値、これが１０       

ミリベクレル／リットルで、その隣にございます平常の変動幅、ＮＤか

ら６ミリベクレル／リットルを上回ったということでございます。下に

その図がございます。 

 ２の調査結果ですけれども、まず（１）として、これまで原子燃料サ

イクル施設からウランの有意な放出はございませんでした。次の（２）

再分析を行ったのですが、その結果は報告値とほぼ一致しており、分析

は正しく行われたと考えております。 

 続きまして、河川水中のウラン－２３４と２３８のウランの放射能比

ですが、ウラン－２３５の存在度について検討しております。次のペー

ジをお開けいただけますでしょうか。まず下の方の左にございます図２

です。これは、これまでの測定値でウラン－２３４と２３８の比がどう

であったかを示しているものです。ウラン－２３４とウラン２３８の放

射能比は、今回、１．６７でございました。今回の測定値がこの図２の

中では○で書いておりまして、それ以外の過去の測定値は●で書いてご

ざいます。過去の測定値から相関直線を引きますと、これは大体   

１．６３ということでございます。今回の１．６７は、この１．６３と

ほぼ同程度でございました。また、他の文献値との比較を示したのが図

３です。横軸がウラン－２３４と２３８の比になってございます。下に、

０、１、２、３とございますのがその値です。縦軸が濃度になってござ

いまして、この場合、１と２の間にほぼ分布しているということで、１

よりも少し大きい値が多いと。今回の１．６７もこの分布の中に入って

いるということで、他の文献での地表水、これは河川水か湖沼水ですが、

報告されております放射能比とほぼ同等であったということでございま

す。次に、その下の表２、それから右の図４につきましては       

ウラン－２３５の存在度について検討したものです。ＩＣＰ－ＭＳで測

定したウラン－２３５の存在度を表２に書いてございまして、ここでは

０．７３でございます。これは天然の存在度とされております    

０．７２０４％とほぼ一致しております。また、図４で河川水における

二又川下流のＩＣＰ－ＭＳ測定におけるウラン－２３８と２３５の相関

ですが、今回の測定値も、この点線が天然の存在度の０．７２％を示す
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直線ですが、ほぼこの上に載っているということでございます。前の２

１９ページに戻っていただけますでしょうか。（３）のところに書いてお

りますのはそういうことでございます。これらの値は、下から２行目、

３行目になるのですが、これらの値はウラン濃縮施設で取り扱う原料ウ

ラン、濃縮ウラン及び劣化ウランの値とは一致しないということで、施

設起因のウランによるものではないと考えられます。注に書いてござい

ますように、原料ウランは２３４と２３８のウランの比が大体１、それ

から濃縮ウラン又は劣化ウランにつきましては、これはウラン－２３５

の存在度が０．７２％から大きくなったり小さくなったりするというこ

とで、一致しないということでございます。従いまして施設起因のウラ

ンによるものではないと考えられます。 

 次の２２０ページ、（４）でございます。河川水のウランの濃度の詳細

な変動状況を把握するために、モニタリング計測とは別に月ごとの追加

調査を実施してございます。下記のとおり、水深が浅くなった時、これ

は流量が少ない時ですが、これは河川水中の溶存物質の濃度が高くなる

とともにウラン濃度も高くなる傾向が見られ、今回の測定値は、この変

動傾向から逸脱するものではないと考えられます。それを示したのが図

５でございます。図５と文章を見ながら説明をさせていただきますが、

河川水中の全ウラン濃度は１．１から８．８ミリベクレル／リットルの

範囲で変動しておりますが、採水時の水深が浅い時に高い、つまり流量

が少ないときに高い傾向が見られています。これは図５の□が水深で、

●が全ウラン濃度でございまして、□が高い時には濃度が低い、逆に□

が低くなっている時には濃度が高くなっているという傾向がみられると

思います。これにつきましては、湧水の寄与が考えられまして、湧水が、

雨が降って流量が多い時には雨水によって薄められている効果があるの

ではないかと考えられます。なお、試料採集日までの１５日間にわたり

モニタリングステーション二又局での降水量を図６に示しております

が、採取までに降水量ゼロの日が続いたのが図６に示されております。

図６は６月１日から８月１５日までの降水量を示しておりますが、７月

１７日の採集日のその前に１５日間、雨がなかったということでござい

ます。最後に図７、こちらは河川水中のウラン濃度と導電率の間に正の

相関が見られたことを示しております。 

 ３のまとめですが、以上のことから、河川水二又川下流のウラン濃度

が平常の変動幅を上回ったのは原子燃料サイクル施設に起因するのでは

なく、天然に存在するウランの自然変動と考えられるとしております。 

 以上でございます。 

 引き続きまして、原子燃料サイクル施設の操業状況について御説明い

たします。 

 同じく白い冊子、平成２７年度第２四半期報の５３ページをお開きく
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ださい。５３ページ、こちら表紙でございまして、四角い囲いの中は表

中の記号の説明となっておりますので、御参考としてください。 

 それでは５４ページをお開きください。５４ページ、まずウラン濃縮

工場の操業状況でございます。ＲＥ－２Ａにおいて※５のとおり、   

１５０ｔＳＷＵ／年のうち、初期導入分の７５ｔＳＷＵ／年が生産を行

っております。それ以外は運転停止中でございます。次の５５ページの

上の表は、ウラン濃縮施設における放射性物質及びフッ素化合物の放出

状況です。ウランフッ素化合物ともに気体、液体とも平均濃度は＊であ

り放出されておりません。また、下の表のその他の施設（研究開発棟）

につきましても全て検出されておりません。 

 次の５６ページからは低レベル放射性廃棄物埋設センターの操業状況

でございます。第二四半期合計の受入数量は１，１２０本、埋設数量は

１，４００本でございました。その下の表の放射性物質の放出状況でご

ざいますが、気体、液体ともに放出に係るような作業は発生しておらず、

放出実績なしでした。次の５７ページは地下水中の放射性物質の濃度の

測定結果です。７地点の地下水監視設備でトリチウム、コバルト－６０、

セシウム－１３７を測定しておりますが、いずれも検出されませんでし

た。 

 次の５８ページは高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターの操業状況

でございます。第２四半期におけるガラス固化体の受け入れ数量は  

１２４本でした。ガラス固化体の管理数量は０本です。その下の表の放

射性物質の放出状況について、気体の放射性ルテニウム、放射性セシウ

ム共に検出されませんでした。 

 次の５９ページからは再処理工場の操業状態です。使用済み燃料の受

入について、第二四半期のＰＷＲ燃料の受入量は１４体でございました。

ＢＷＲ燃料の受入量は０体でございました。再処理量については０体で

ございます。次の６０ページでございますが、第２四半期の生産量は０

ｔウラン及び０ｋｇでございます。下の表は放射性物質の放出状況のう

ち、放射性液体廃棄物の放出量です。第２四半期はトリチウム及びヨウ

素－１２９が検出されています。放出量は表中の数値のとおりであり、

これまでとほぼ同等のレベルでした。年度合計値を年間放出管理目標値

と比べますと、トリチウムは約２７万分の１、ヨウ素－１２９は約  

６，６００分の１でございました。次の６１ページは放射性気体廃棄物

の放出量でございます。第２四半期はトリチウムが有意に検出されてお

ります。放出量は表中の数値のとおりであり、これまでとほぼ同等のレ

ベルでした。年度合計値を年間放出管理目標値と比べますと、約    

３万７，０００分の１でございました。 

 続く６３ページ以降には、資料としましてモニタリングポスト放出量

測定結果及び気象観測結果の詳細を掲載しておりますので、後ほど御確
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認いただければと思います。 

 以上でございます。 

 

東北電力㈱ 

東通原子力発電所 

小笠原副所長 

続きまして東北電力の小笠原でございます。同じく資料の１４７ペー

ジ、東通原子力発電所の運転状況につきまして御報告をいたします。 

 次のページ、１４８ページからが中身になっています。（１）発電所の

運転保守の状況でございます。これにつきましては、現在、第４回定期

検査中ということで、運転状況については電気出力０ということになっ

てございます。 

 続きまして１４９ページ、（２）放射性物質の放出状況です。こちら、

①上段の方につきましては、気体廃棄物の放出量となってございます。

表の中、上から順に希ガス、ヨウ素、Ｈ３トリチウムが表中に記載して

ございます。希ガスとヨウ素‐１３１については、第２四半期は検出さ

れてございません。トリチウムにつきましては、２．１×１０１０ベクレ

ルということで、前四半期、過去と同等のレベルとなってございます。 

 下段の方、②でございます。液体廃棄物の放出量でございます。こち

ら、上段、Ｈ３トリチウムを除く全放射能、それと下段がＨ３トリチウ

ムの放出量でございます。第２四半期、トリチウムを除く全放射能量に

つきましては検出されてございません。トリチウムにつきましては、  

１．１×１０１０ベクレルとなってございます。これにつきましては、発

電所の排水の状況によって検出する場合と検出しない場合がございま

す。この１．１×１０１０ベクレルにつきましては、過去検出されている

レベルと同程度のレベルとなってございます。 

 続きまして１５０ページ以降につきましては参考資料となってござい

ますので、後ほど御確認をいただければと思います。 

 以上でございます。 

 

議 長 ありがとうございました。ただ今、事務局及び事業者から説明がござ

いましたが、御質問があればお受けいたします。 

 御願いします。 

 

大桃委員 １１９ページの付１についてですが、日本原燃の御説明のように、  

１１９ページの一番下、施設起因のウランによるものではないと考えら

れるということについては、そのとおりだと思います。ただ、上の図１

を見ますと、何となく年々増加しているように見えますので、その原因

について今後も検討を続けていただきたいと思います。これは希望でご

ざいます。 
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日本原燃㈱ 

安全本部 

岡村環境管理 

センター長 

ありがとうございました。今後とも検討を続けてまいります。よろし

く御願いします。 

 

議 長 その他、御質問、ございませんでしょうか。 

 ないようでございますので、それでは各施設の調査結果について確認

をさせていただきます。 

まず原子燃料サイクル施設に係る調査結果について確認をいたしま

す。白色の冊子、ただ今の冊子の６ページに記載のとおりでございます。

平成２７年度第２四半期の調査結果につきましては、まず環境放射線等

は概ねこれまでと同じ水準であった。原子燃料サイクル施設からの影響

は認められなかった。海産食品中のγ線放出核種分析結果に東京電力福

島第一原子力発電所の事故の影響により、平常の変動幅を上回った測定

値があったが、住民等の健康と安全に影響を与えるレベルではない、と

することを確認したいと思いますが、よろしゅうございますでしょうか。 

（異議なしの声） 
それでは、そのように確認をいたします。 

 次に東通原子力発電所に係る調査結果についてです。同じ本の１１２

ページでございます。環境放射線はこれまでと同じ水準であった。東通

原子力発電所からの影響は認められなかったとすることを確認したいと

思いますが、いかがでございますか。 

（異議なしの声） 
では、そのように確認をさせていただきます。 

 最後にリサイクル燃料備蓄センターに係る調査結果についてでござい

ます。１８３ページの記載のとおりでございます。環境放射線はこれま

でと同じ水準であったとすることを確認したいと思いますが、よろしゅ

うございますでしょうか。 

（異議なしの声） 
では、そのように確認をいたします。 

 次の議題に移らせていただきます。議事の２、東通原子力発電所温排

水影響調査結果について説明をお願いいたします。 

 

事 務 局 

水産振興課 

野呂課長 

水産振興課長の野呂です。 

 それでは平成２７年度第２四半期に実施しました温排水影響調査の結

果について、お手元の水色の冊子、東通原子力発電所温排水影響調査結

果報告書、平成２７年度第２四半期報に基づき御説明いたします。なお、

原子力発電所が運転停止中であり、温排水が出ていない状態での調査結

果です。 
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 まず１ページ目をお開きください。１ページには調査概要を記載して

おります。調査期間は県が平成２７年９月２８日、東北電力が７月１日

から９月３０日までとなっております。（３）の調査項目、２ページ以降

の（４）調査位置、調査方法につきましては、前回の平成２７年度第１

四半期報と同様です。 

 次に１０ページから１２ページに、今回実施した調査結果の概要を記

載していますが、内容については１３ページ以降の各調査項目に沿って

御説明いたします。 

まず青森県の調査結果です。１３ページを御覧ください。１４ページ

にかけて水温の調査結果を記載しています。１３ページの図２－１のと

おり、表層水温は１９．４度から１９．９度の範囲でした。また１４ペ

ージの図２－２に１０ｍ以浅、及び全層の鉛直分布を示しました。表層

を含む全体の水温は１９．４度から２０．１度の範囲でした。 

１５ページ及び１６ページに塩分の調査結果を記載しています。１５

ページの図２－３のとおり、表層の塩分は３３．７から３３．８の範囲

でした。また１６ページの図２－４に、１０ｍ以浅及び全層の鉛直分布

を示しました。表層を含む全体の塩分は３３．７から３３．８の範囲に

ありました。 

 次に東北電力の調査結果です。１７ページに取放水温度の調査結果を

記載しています。取水口の温度は１５．７度から２２．３度であり、放

水口の温度は１５．９度から２２．３度の範囲でした。１８ページ及び

１９ページに水温の調査結果を記載しています。１８ページの図３－１

のとおり、０．５ｍ層における水温は２０．７度から２１．１度の範囲

でした。１９ページの図３－２に鉛直分布を示しました。全体の水温は

１９．８度から２１．２度の範囲でした。また調査前日から調査当日の

流れは、岸沿いに北に向かう流れと南に向かう流れが交互に見られ、調

査時は南流傾向を示していました。 

 ２０ページ及び２１ページに塩分の調査結果を記載しています。２０

ページの図３－３のとおり、０．５ｍ層における塩分は３２．５から  

３３．４の範囲でした。２１ページの図の３－４に鉛直分布を示しまし

た。全体の塩分は３２．５から３３．６の範囲でした。 

 ２２ページに流況の調査結果を記載しています。流行は汀線にほぼ平

行な流れで、北から北北東に向かう流れ、及び南から南南西に向かう流

れが卓越していました。流速は岸沿いで１秒あたり３０ｃｍまでが大部

分を占めており、沖合で１秒あたり４０ｃｍ以上の頻度が最も高くなっ

ていました。 

 ２３ページ及び２４ページに水質及び底質の調査結果を記載していま

す。各項目の調査結果表３－２及び表３－３に記載のとおりで、概ねこ

れまでの調査結果と同様の範囲となっています。 
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 ２５ページに卵、稚仔の調査結果を記載しています。卵はネズッポ科

など１６種類が出現し、平均個数は１千㎥あたり１，８２９個でした。

稚仔はネズッポ科など１５種類が出現し、平均個体数は１千㎥あたり 

３４個体でした。 

 次に２６ページにプランクトンの調査結果を記載しています。動物プ

ランクトンは節足動物を中心に５７種類が出現し、平均個体数は１㎥あ

たり１２，８７３個体でした。植物プランクトンは黄色植物を中心に６

０種類が出現し、平均細胞数は１ℓあたり７５，８０３細胞でした。 

 ２７ページに海藻藻類と底生生物の調査結果を記載しています。海藻

藻類はサビ亜科など５７種類が出現していました。底生生物はキタムラ

サキウニなど１１種類が出現し、平均個体数は１㎡あたり６個体でした。 

 ２８ページ以降は資料編となっていますので参考にしてください。 

 以上で説明を終わります。 

 

議 長 ただ今、説明がございましたが、御質問ございますでしょうか。よろ

しいですか。それでは今後も引き続き調査を継続し、データの収集に努

めてください。 

 続いて報告事項に移らせていただきます。事務局から説明をお願いい

たします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

庄司課長 

それでは資料２に基づきまして、環境放射線モニタリング結果の評価

方法の改訂と測定結果に基づく線量算出要領の策定について御説明いた

します。 

 県はモニタリングにおける測定値の取り扱いや測定結果の評価の方法

を定めました「環境放射線モニタリング結果の評価方法」に基づき、測

定結果に施設の影響が認められた場合に、施設に起因する放射性物質、

放射線による周辺住民の線量の推定評価を行うこととしております。こ

れまでも平成１８年度から２０年度にかけまして、一部の測定値に再処

理工場のアクティブ試験の影響が認められたことから、これらの測定値

について具体的な線量算出方法を検討しながら、個別に線量の推定評価

を行ってきたところです。 

 このような経験を踏まえて、今回、具体的な線量算出方法を要領とし

て定めることとし、専門家の意見も取り入れながら、測定結果に基づく

線量算出要領として取りまとめました。また、併せて環境放射線モニタ

リング結果の評価方法についても、記載内容の見直しを行いましたので

御報告させていただきます。 

 概要になりますが、環境放射線モニタリング結果の評価方法の改訂に

ついては、今回、線量算出要領を策定したことに伴い、これまで評価方
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法に記載していた線量算出に必要な食品摂取量などのデータを線量算出

要領に記載したため、評価方法からは削除するなどの修正を行っており

ます。また、新たに策定した測定結果に基づく線量算出要領については、

環境放射線モニタリング結果の評価方法において外部被ばくと内部被ば

くを別々に算出して、合算、合計することで線量の推定評価を行うこと

としております。 

 今回定めた線量算出要領は、その外部被ばく及び内部被ばく、それぞ

れの線量を算出する際の具体的なやり方、例えば測定値に含まれる自然

変動分をどのように見積もって、施設影響分のみをどのように推定する

かと、そういった具体的な算出方法を定めたものでございます。 

 なお、本件につきましては２月３日に開催されました評価委員会にお

いて報告し、了承されたものであります。 

 この資料２の３ページから１３ページに、改訂した原子燃料サイクル

施設と東通原子力発電所に係る環境放射線モニタリング結果の評価方

法、１５ページから２０ページには、新たに策定した測定結果に基づく

線量算出要領を添付しておりますが、説明については割愛させていただ

きます。 

 以上です。 

 

議 長 ただ今、説明がございました。質問、ございますでしょうか。 

 ないようでございます。ただ今、環境放射線モニタリングの評価方法

の改訂と測定結果に基づく線量算出要領の策定について説明がありまし

た。事務局におきましては、この評価方法に沿ってモニタリングを実施

していただくよう御願いをいたします。 

 続いてその他の事項に入ります。この事項の質疑に関しましては、最

後にまとめて行いたいと思います。次第に従いまして、各事業者から順

次説明をお願いいたします。 

 

日本原燃㈱ 

安全本部 

宮川副本部長 

日本原燃の宮川と申します。山本本部長に代わりまして、御報告をさ

せていただきます。 

 資料の参考資料１番、２枚の綴じ込みを御覧ください。原子燃料サイ

クル事業の現在の状況でございますが、１番、ウランの濃縮事業は、先

ほど岡村から報告させていただいたとおりでございます。 

 ２番、低レベル放射性廃棄物の埋設事業ですが、前回の本委員会以降

に実施しました作業といたしまして、１２月に記載のとおり関西電力の

大飯原子力発電所から受け入れてございます。（２）、今年度、４月から

１月末までの累積実績といたしましては、記載のとおり、受け入れ本数

１２，３３６本、埋設本数１２，５２０本となっております。 
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 ３番、高レベル放射性廃棄物の管理事業でございますけれども、イギ

リスから返還されましたガラス固化体の受入検査を行っております。現

在、４基目の２８本の輸送容器の中の検査を１月３０日から始めまして

検査中でございます。３基は終了しております。その結果、本年度の受

入管理実績でございますけれども、１月末までの合計で１２４本の受入

れを行いまして、４８本を収納管に納めて管理してございます。（３）で

ございますけれども、ガラス固化体の貯蔵建屋の下部プレナムにおきま

す錆の発生ですが、これは前回御報告をいたしました継続の御報告でご

ざいます。前回は、４行目までの１０月１６日に第４貯蔵区域までの検

査結果について御報告をさせていただいておりますけれども、引き続き

まして１１月２７日には第３貯蔵区域の下部プレナム等に関わる調査結

果及び評価について取りまとめて、その安全機能の冷却機能ですとか耐

震性に影響を及ぼすおそれはなく、健全性は確保されていることを原子

力規制委員会に報告をしております。めくっていただきまして、引き続

き第１貯蔵区域、第２貯蔵区域がございますので、それらについての調

査を継続しておりますが、調査結果、評価が取りまとまった段階でまた

今後、御報告をしていく予定としております。 

 ４番目、再処理事業でございますが、（１）の再処理事業本体の進捗率

９９％、（２）のアクティブ試験の進捗率９６％、（３）の使用済み燃料

受入量を１４体、約５ｔ、これは前回御報告と同じでございます。 

 （４）再処理施設の一般共同溝における埋設金物の浮き上がりに伴う

調査の実施でございますが、これも前回御報告した継続報告でございま

す。前回は、その文章の４行目まで御報告させていただきましたが、真

ん中から後半になりますけれども、その後につきましては２８年２月２

日時点で埋込金物全数のうち、観察可能なものに対して外観点検を行い

ました結果、８月２６日に浮き上がりが確認されたもの以外には浮き上

がり等の異常はございませんでした。また、約１万９６００カ所の超音

波探傷検査が終了してございまして、評価まで完了したものは約１万８

０５０カ所でございます。そのうち設計仕様を満たしていないと評価し

たものは１９４カ所ございました。これらは仮設サポートによる補強を

実施してございまして、順次、新たに埋込金物を設置して、適切な処置

を講じてまいる所存でおります。 

 （５）再処理工場の使用済み燃料受入貯蔵建屋における火災でござい

まして、これは新たな不具合として２７年１２月１６日に発生したもの

でございますが、事象の概要は、再処理工場の使用済み核燃料の受入貯

蔵建屋の燃料の受入エリア、管理区域の中にありますが、におきまして、

ＩＡＥＡ、国際原子力機関が私どもの行動を監視している査察機器がご

ざいますが、その部品、カメラですとかデータ処理装置等が入っており

ますものですけれども、その機器が収納されているキャビネットを開け

- 15 - 



 

たところ、内部に黒い粉及び黒い異物が確認されました。翌１２月１７

日に、六ヶ所村の公設消防さんの方に来ていただきまして現場を確認し

ていただいた結果、１４時１６分に、これは火災であったと判断されま

して、同時刻にはもう既に消えているものでしたので、鎮火も同時刻に

確認していただいたという事象でございました。本事象による周辺環境

への影響はなく、負傷者もございませんでした。 

 （６）でございますけれども、再処理事業変更許可申請書の一部補正

でございますが、昨年１２月２２日に原子力規制委員会の方と安全対策

について協議を進めておりますけれども、安全性向上を図るために一部

補正をさせていただいております。 

 次、裏の３ページでございますが、（７）再処理施設の使用計画の届出

でございますが、２８年１月２９日に届出を行っております。これは毎

年、１月末までに定例的に行うものでして、向こう３年間の施設の使用

計画を記載しているものです。従来、２０１５年から１７年までの３年

間を届けておりましたが、今回は１６年から１８年度までの３年間を届

けてございます。 

 （８）再処理工場の分離建屋における非常用無停電交流電源装置の故

障でございますが、これも前回御報告をしておりまして、事象の概要に

ついて１１月９日にＡ系、Ｂ系２つの無停電交流電源装置のうちＢ系が

点検中で機能停止しているところにＡ系に故障が発生してしまい、両系

統が機能を喪失したという事象でございました。翌日、朝７時に点検中

のＢ系を復旧して機能回復をいたし、さらに１３日に故障がありました

Ａ系を、部品を交換して修理をして、両系の機能は復帰してございます。

そこまで前回、御報告をさせていただき、原因究明を図ると御報告をさ

せていただきました。 

 今回は原因と再発防止対策でございますけれども、Ａ系の装置の中に

ありますチョッパー基板、電流を電圧に信号変換する部品がございます

けれども、この部品の出力電圧に異常があり、それが警報を発生したも

のであることを確認いたしました。なお、その部品の中の集積回路に一

部不良が見つかり、この事象が起きたということも確認をいたしました。

再発防止対策といたしましては、これらの部品を作った作業環境は、ク

リーンルーム等で製造されており、特に異常が起きるという製造上の原

因となる可能性は限りなく低いということを確認いたしまして、電子部

品の偶発的な故障によるものと考えられ、新しい部品に交換をいたしま

した。なお、これについては委員から御質問をいただいておりますので、

後ほど御回答を申し上げたいと思います。 

５番、ＭＯＸ燃料加工事業でございますけれども、工事の進捗率は  

１１．８％でございます。 

それでは最後、裏を御覧いただきたいのですが、先ほどの１１月２５
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日の本委員会におきまして、先ほどの非常用の無停電交流電源装置の故

障につきまして警報が発生しましたのは、事象は以上のとおりなんです

けれども、２番目の御質問内容ですが、「無停電交流電源装置の故障を確

認したのが９日２１時４９分で、復旧したのが１０日の７時４０分と、

復旧させるまで１０時間くらい掛かっている、長いのではないかという

ことで、点検をしていたＢ系は、直ちに起動できなかったのでしょうか。

なぜ１０時間も掛かったのでしょうか。」という御質問を頂戴してござい

ます。 

お答えといたしまして、非常用の無停電交流電源装置そのものは外部

電源喪失、これは東北電力さんから２つのルートで多重化して送ってい

ただいていますけれども、万万が一停電が起きました時には、所内にあ

ります非常用ディーゼル発電機が起動して安全上必要な設備に電気を供

給して、工場の安全を確保することになっておりますが、この非常用デ

ィーゼル発電機が起動するまでの間に少々時間が掛かりますので、その

間、安全上重要な機器の制御盤等にこのバッテリーから電気を供給する

装置でございまして、Ａ系とＢ系と予備を持っているという設備でござ

います。 

事故が起きた当時は、定期点検においては２系統ある内の片系統が使

用できない状態となるために、再処理工場の処理運転を行っていない期

間に点検を行ってきているということで、今回の点検も処理運転を行っ

ていない期間に行ったものですが、この点検を行っていないＡ系、生き

ているＡ系が故障したために２系統動作不能という事態に至りました。

可能な限り速やかに点検中のＢ系の復旧を行ったのでございますけれど

も、御質問にありましたことのお答えになりますが、事象が発生した業

務が夜１０時近かったということもありまして、作業員の招集と準備に

翌日の未明、２時頃まで掛かってしまい、その後、直ちに点検中のＢ系

を取り外していた部品を組み立てて作動確認を行った結果、１０日７時

４０分になってしまったという事情でございます。 

この作業の時には、外部電源が喪失した場合の非常用ディーゼル発電

機の重要性を考慮して、非常用ディーゼル発電機がいつでも起動可能な

状態であることを常に確認しながら作業を進めておりました。 

御回答は以上でございます。 

 

東北電力㈱ 

火力原子力本部 

原子力部 

大渕部長 

東北電力の大渕でございます。 

それでは参考資料２に基づきまして、東通原子力発電所の現在の状況

について説明をさせていただきます。 

はじめに運転状況についてですが、平成２３年２月より第５回定期検

査を実施中であり、電気出力は０でございます。 

次に３番のその他といたしまして、東京電力の柏崎刈羽に関わる原子
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力規制委員会からの指示文書についての当社の対応について説明いたし

ます。東京電力柏崎刈羽原子力発電所で確認された不適切なケーブル敷

設、これを受けまして、１月６日に原子力規制委員会より以下の報告を

するよう各事業者に指示文書が出されております。１つ目としましては、

既存の安全系ケーブル敷設の状況について系統間の分離の観点から不適

切なケーブル敷設の有無を調査すること、２つ目として、Ｂのところで

ございますけれども、原因の究明及び再発防止対策を策定すること、そ

して３つ目として今回の不適切ケーブル敷設のように、安全機能に影響

を与えるような工事が施工される可能性の有無を確認する品質マネジメ

ントシステムになっているかどうか検証すること。こういったことに関

しまして、今年の３月３１日までに原子力規制委員会に報告をすること

としております。次、２ページ目、裏面を御覧ください。当社は他社の

原子力発電所において不適切なケーブルの敷設が確認されたことを踏ま

えまして、昨年１２月１４日より東通原子力発電所において同様の状態

がないか点検を実施し、同日、東通１号機においてケーブルが不適切に

敷設されていることを１カ所確認しております。別紙の概要図を御覧く

ださい。Ａ４横のものになります。図の凹凸のグレーの部分、下のとこ

ろがコンクリートになっておりまして、その上にＨ型の鉄鋼を置いてケ

ーブルスペースとしております。右側のところに、左側から右側にかけ

て濃い青いケーブルがありますけれども、これが安全系のケーブル、一

方緑色、黄緑色のケーブル、これが非安全系のケーブル、これが交叉す

るような場合には分離ということで、不燃性の分離板を入れております。

今回、確認された不適切な状態というのは、この安全系と非安全系を区

分する分離板が本来の設置位置からずれておりました、ということでご

ざいます。本文にもう１回お戻り下さい、２ページ目になります。当社

といたしましては、引き続き残りのカ所の点検を進めるとともに、点検

調査結果につきましては取りまとめしだい報告をいたしたいと思ってお

ります。 

当社からの説明は以上でございます。 

 

リサイクル 

燃料貯蔵㈱ 

山崎取締役副社長 

引き続きまして、リサイクル燃料貯蔵の山崎でございます。私の方か

ら、参考資料３に基づきましてリサイクル燃料備蓄センターの現在の状

況について御報告させていただきます。 

まず１番目が、新規制基準の適合性審査の状況でございます。２行目

の中段のところでございますが、原子力規制庁さんによるヒアリング審

査が２月１０日までに１０４回行われてございます。最初の黒ポツが施

設関連の記載でございますが、施設関連につきましては基本的安全機能、

竜巻、外部火災、設計最大評価事項の適合性説明を進めてございまして、

これまでに受けた指摘質問４６０問への回答も９６％程度完了させてき
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てございます。残りの主な課題として、竜巻が施設に与える影響評価を

予定している状況でございます。次のポツが地震・津波関係でございま

すが、こちらにつきましては地下構造の評価、敷地の地質構造、それか

ら敷地周辺の活断層評価、敷地ごとに震源を特定して策定する地震度、

基準津波、それから火山影響評価の適合説明を進めてきてございます。

残りの主な課題として、震源特定せず策定する地震度、それから基準地

震度、地盤斜面の安定性の説明を今後予定しております。引き続き、早

期に審査完了を目指して全力で取り組んでいるところでございます。 

それから２番目が貯蔵計画の届出でございます。これにつきましては、

法律、それから使用済み燃料貯蔵事業に関する規則の規定に基づきまし

て、貯蔵計画、平成２８年度から３０年度までの３年間につきまして１

月２９日に原子力規制委員会に届出を行いました．具体的には平成２８

年度に１２ｔ、２９年度に６０ｔ、平成３０年に９７ｔの使用済み燃料

を貯蔵する計画であるということを届出ております。 

それから３番が使用済み燃料貯蔵事業の変更許可申請書の一部補正の

提出でございます。新規制基準の適合性にかかる審査のヒアリング状況

を踏まえまして、備蓄センターの事業変更許可申請書に掛かる一部補正、

これにつきましては先ほど１番の新規制基準の適合性審査の状況の最初

のポツ、施設関係のところで御説明させていただきましたとおり、施設

関連の説明なり指摘質問への回答というものがかなり進みましたので、

審査の完了した部分について申請書に反映するということを行ったもの

でございます。これを２月８日に原子力規制委員会へ提出してございま

す。 

私の方からは以上でございます。 

 

議 長 本日、もう１つ説明がございます。原子力規制庁が原子力施設の沖合

の漁場において実施しております海洋環境放射能総合評価事業、この調

査結果についての御説明を原子力規制庁からお願いをしたいと思いま

す。 

 

原子力規制庁 

及川解析評価専門官 

原子力規制庁放射線環境対策室、及川と申します。本日はこのような

貴重の会議の場にお時間をいただきまして、誠にありがとうございます。

本日は平成２６年度に当庁が実施をいたしました海洋環境における放射

能調査及び総合評価事業の結果につきまして、青森県太平洋沖になりま

すけれども、中心とした調査結果について御報告をさしあげようと思い

ます。 

本事業ですけれども、昭和５８年度から全国の原子力発電所沖合海域

を対象といたしまして、漁場の放射能安全というところで基礎的なデー
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タを得るということで始められた事業でございます。平成３年度から核

燃料サイクル施設沖合、これは青森県、岩手県を中心といたしました太

平洋沖のところ、それから平成１５年度からは青森県の東通原子力発電

所の沖合海域を対象といたしまして、海水、海底土、それから海産生物

を中心とした環境放射能の調査事業ということで行ってまいりました。 

本日は平成２６年度に実施いたしました結果につきまして、主に青森

県太平洋沖、青森県の関係するデータのところにつきまして御報告をさ

しあげようと思います。 

内容につきましてはテクニカルな面がありますので、実際に事業をお

願いいたしました公益財団法人海洋生物環境研究所、日下部研究参与の

方から御報告をいただきますので、併せてお聞きいただければと思いま

す。なお、本事業、今年度も来年度も継続して行うことにしております

ので、引き続き御協力、御指導のほどをお願いいたしたいと思います。 

 

海洋生物 

環境研究所 

日下部研究参与 

海洋生物環境研究所の日下部と申します。 

それでは参考資料４を基に御説明いたしたいと思います。まず１ペー

ジ目を御覧ください。地図が２つ載っておりますけれども、上が青森海

域というところの４つの観測点を示しております。ここで年１回、春に

海水と海底土を測定しております。同時に近隣の漁協に協力をいただい

て、海産物の試料をいただいて、年２回放射能を図っております。それ

から図２にありますけれども、これは核燃海域ということで、観測点が

２２個ありまして、海水に関しましては年２回、ここで測定しておりま

して、海底土は年１回、それから水産物に関しては年２回ということで

やっております。 

それでは結果にまいりたいと思います。３ページを御覧ください。表

４を御覧ください。平成２６年度の海産生物のセシウムと銀の濃度が出

ておりますけれども、セシウム－１３７が０．１３～０．８７というこ

とであります。この一番下からも平成１８年度と２２年度、いわゆる福

島第一原子力発電所の事故以前のデータと比べますと、海産物で若干高

いところも出ておりますけれども、絶対値としては全く問題ない状況で

ございます。 

同じことは、４ページを御覧ください。これは核燃海域ですけれども、

核燃海域の海産生物の濃度でございますけれども、平成２６年度はセシ

ウム－１３７に関しましては０．０５６～１．７ということです。事故

前が下限値以下から０．１８ということで、若干、現在もたまに前より

高いのが出ますけれども、絶対値としては問題ないという状況でありま

す。 

次のページから図３、４、５、６と時系列で御覧いただけると思いま

すけれども、海産物中の濃度の変移が出ております。平成２６年度に関
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してはほとんど元に戻りつつあるということです。図３、４、それから

図の５、６に関しましては海産生物中のストロンチウム－９０、それか

らプルトニウムですけれども、両方とも全くこれは事故の影響を受けず、

事故前のレベルと同じレベルであるということでございます。 

それから海底土に移ります。ページ７を御覧ください。基本的に海底

土に関しましては事故の影響を全く受けていないということなんですけ

れども、例えば表７を御覧ください。これは青森海域の海底土に含まれ

るセシウムの濃度ですけれども、２６年度は０．７から４．４というこ

とで、事故前は下限値以下から４．３ということですから全く同じレベ

ルであるということ、それから核燃も同様に事故前と変わらない値が出

ているということで、全く事故の影響は出ていないということです。 

８ページ、９ページに海底土の中に含まれる放射性物質の濃度の変遷

が書かれていますけれども、全く従来どおりの値であるということが分

かると思います。 

それから海水試料ですけれども、海水試料の中の濃度ですけれども、

１０ページを御覧ください、表１０です。これも青森海域における放射

線核種、ストロンチウム、セシウム－１３４、１３７がまとまっており

ますけれども、平成２６年度のデータ、海水中の表層水、下層水とも平

成１８年度から２２年度の値と全く変わらない範囲になっているという

ことでございます。 

 １１ページですけれども、これにも同じことが言えまして、核燃海域

においても海水中のストロンチウム、それからこの場合はトリチウムも

あります、セシウム－１３４、セシウム－１３７、全てにおいて事故前

のレベルと全く同じレベルで、事故の影響は現われていないということ

でございます。 

 以下、１２ページ、１３ページ、１４、１５と時系列でデータが載っ

ておりますけれども、昨年度のデータに関しては従来と全く変わらない

と言えると思います。 

 以上です。 

 

議 長 ありがとうございます。ただ今、参考資料１から４にかけましての説

明がございましたが、何か御質問、ございますでしょうか。 

 お願いします。 

 

大桃委員 参考資料１の一番最後の４ページ、一番最後のところですけれども、

このディーゼル発電機は通常は外部電源が喪失すると自動的に起動する

ようになっているんですね。 

- 21 - 



 

日本原燃㈱ 

安全本部 

宮川副本部長 

そうです、はい。 

議 長 よろしいですか。 

 その他、質問、確認、ございますでしょうか。全体を通しての御質問

でも、再度、結構でございます。何か御質問、ありますでしょうか。 

 

種市治雄氏 

（上長根委員

代理） 

 

県ご当局にちょっとお伺いいたします。本日の会合に際しまして、私

は代理で来ているものなんですけれども。環境放射線影響評価という御

報告であったのですが、人体に対する影響評価に対する取組というのは

どのようになっているのか、その辺、現状をお伺いしたいなと思ってお

ります。 

 

議 長 お願いします。 

 

事 務 局 
原子力安全対策課 

庄司課長 

私ども、今、環境放射線等調査結果ということで御説明を差し上げて

いますのは、県にあります六ヶ所のサイクル施設、東通原子力発電所、

まだ動いていませんがリサイクル燃料備蓄センター、それらの周辺地域

で環境のモニタリングをしまして、その結果をモニタリングの主たる目

的である１ミリシーベルトを十分下回っているということを確認すると

いう目的でやってございます。 

 年間、年間で正式な線量評価はするのですが、そういった形で施設か

らの影響がモニタリングに見られたか、見られなかったか。もし見られ

たとすれば、どの程度の線量になるのかというのをきっちり評価すると

いう形でこの監視評価会議の方に測定結果を提出して、評価委員会の方

で評価していただいて、この監視委員会で確認いただくという流れで調

査を進めてきてございます。 

 

種市治雄氏 

（上長根委員

代理） 

 

最終的には、これも地域、あるいは周辺住民に対する影響を評価する

ということの意味合いがあろうかと思うんですけれども、そこにおいて

人体に対する影響評価もどこかやっぱりやっておく必要があるんじゃな

いのかなというふうに考えて、どういうふうな取組をされているのかな

と思ってお尋ねをしたところなんですけれども。 

 あるいはされていないとすれば、今後そういったことも御検討されて

いるのかどうか、そういったところの御所見をお伺いしたいなと。 
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事 務 局 
原子力安全対策課 

庄司課長 

私どもの方の調査として、どの程度の放射線量がどの程度人体に影響

を及ぼすかと、そういったことについてやることは、私どもは考えてご

ざいません。 

 我々、環境で測った結果が十分そういった１ミリシーベルトという国

の基準よりも十分低いんだということを確認することでもって、周辺の

住民の健康だとか環境に影響がないんだということを確認していくとい

うことでございます。 

 

種市治雄氏 

（上長根委員

代理） 

 

今、福島事故を受けて、いろんな誤った情報かもしれないんですけれ

ども、健康に影響があるんじゃないかとか、そういったところが懸念さ

れているわけなんですよね。 

 従いまして、今、平時においてそういったバックデータというのをき

ちっと管理しておく必要があるんじゃないのかなと思っておりますの

で、ぜひ何かそういった機会があれば御検討をいただきたいなと考えて

おります。 

 以上です。 

 

議 長 この評価会議におきまして、毎回、毎回確認させていただいておりま

す。今回もございました住民等の健康と安全に影響を与えるレベルでは

ないと、まずはそういった評価を確認しているところでございますので、

また、そういった懸念が生じた場合には、また事態に応じて様々な対応

が考えられると思いますので、御理解をよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 その他、どうぞ。 

 

大桃委員 ただ今の御質問は、直接人体に対する放射線の影響に関する調査研究

ということについてのご発言だと思うのですが、県のご指導によりまし

て、六ヶ所村の、私もそこにおったんですけれども、環境科学技術研究

所では直接人体を使うわけにはいきませんので、他の動物を使ってです

けれども放射線の生物影響に関する研究を続けております。 

 この場でやっておられるのは、直接的ではないにしても間接的には人

の被ばく線量を予測し、評価するということに関わるモニタリングの結

果を報告されているんだと私は理解しております。 

 

議 長 よろしゅうございますでしょうか。その他、御質問ございませんでし

ょうか。 

 それでは本日の審議事項、全て終了をいたしました。これをもって本
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日の会議を終了させていただきます。御協力をいただきまして、誠にあ

りがとうございます。 

 

司 会 以上をもちまして、平成２７年度第４回青森県原子力施設環境放射線

等監視評価会議、監視委員会を閉会いたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 
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